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職員の給与に関する報告及び勧告について  

 

 

本委員会は，地方公務員法第 条，第 条及び第 条の規定に

基づき，一般職の職員の給与等について別紙第１のとおり報告し，

併せてその改定について別紙第２のとおり勧告します。  

この勧告に対し，その実現のため，速やかに所要の措置を執られ

るよう要望します。  
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別紙第１

報 告 
 
Ⅰ 職員給与の実態等 
 

本委員会は，昨年 月 日，地方公務員法の規定に基づき，「職員の給与等

に関する報告及び勧告」を行い，その後も引き続き，職員の給与及び民間従

業員の給与その他職員の給与決定の諸条件について調査研究を行ってきたの

で，その結果を次のとおり報告する。

職員の給与等の状況

本委員会が実施した「平成 年京都市職員給与等実態調査」によると，本

年 月現在における本市職員の総数 企業職員を除く。 は， 人である。

このうち，民間給与との比較を行っている職員 事務・技術職員 の給与等の

状況は，次のとおりである。

注 事務・技術職員とは，国の行政職俸給表(一)適用職員に相当する本市

職員である。

項 目 内 容 項 目 内 容

平
均
給
与
月
額

給 料 円 人 員 人

扶 養 手 当 平 均 年 齢 歳

管 理 職 手 当 平 均 勤 続 年 数 年

地 域 手 当 平均扶養親族数 人

住 居 手 当 男女別

構成比

男 ％

その他の手当 女

合 計

学歴別

構成比

大学卒 ％

短大卒

高校卒

中学卒

注 その他の手当とは，単身赴任手当（基礎額）である。

民間給与等の調査

本委員会は，本市職員と市内の民間従業員の給与水準の精確な比較を行う

ため，人事院及び京都府人事委員会等と共同して，「平成 年職種別民間給

与実態調査」を実施した。

この調査は，次表に掲げる調査事業所の本年 月の給与月額，給与改定及び

諸手当支給等の状況について，全国統一の内容及び方法で行った。  
 



－ 2 － 

◎ 平成 年職種別民間給与実態調査の概要 

調査対象事業所
企業規模 人以上で，かつ，事業所規模 人以上の市

内民間 事業所

抽 出 事 業 所 層化無作為抽出法により抽出した 事業所

調 査 事 業 所
抽出事業所のうち調査対象外と判明した事業所を除く

事業所

調 査 実 人 員 人 うち事務・技術関係職種 人

注 層化無作為抽出法とは，調査対象事業所を産業，規模等によって層

化 グループ分け し，所定の抽出率を用いて，これらの層から調査事

業所を無作為に抽出することをいう。

⑴ 初任給

新規学卒者 事務・技術関係職種 の初任給月額は，大学卒 円，短

大卒 円，高校卒 円である。また，本年 月に新規学卒者の採

用を行った事業所のうち初任給を増額した事業所の割合は，大学卒で

％ 昨年 ％ ，高校卒で ％ 同 ％ ，据え置いた事業所は，

大学卒で ％ 同 ％ ，高校卒で ％ 同 ％ となっている。

「参考資料」 ページ第 表

⑵ 本年の給与改定の状況 
給与改定の状況を一般従業員についてみると，ベースアップを実施した

事業所の割合は ％と昨年（ ％ から若干減少しているが，ベースア

ップを中止した事業所の割合は ％と昨年（ ％）と同水準である。

また，定期昇給を実施した事業所の割合は， ％と昨年 ％ から減少

しており，定昇率 額 については，昨年と比べて増額した事業所の割合は

％ 昨年 ％ ，減額した事業所の割合は ％ 同 ％ となっている。

「参考資料」 ページ第 表

⑶ 住居 住宅 手当

住居 住宅 手当を支給する事業所の割合は， ％であり，そのうち，

借家・借間居住者に対しては ％，自宅居住者に対しては ％の事業

所が支給している。借家・借間居住者に対する手当月額の標準額の中位階

層は， 円以上 円未満となっている。

「参考資料」 ページ第 表
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⑷ 扶養 家族 手当

扶養 家族 手当の支給状況は，配偶者 円，配偶者と子 人の場合

円，配偶者と子 人の場合 円となっている。

「参考資料」 ページ第 表

⑸ 特別給 
昨年 月から本年 月までの 年間に民間事業所において支払われた賞与等

の特別給の支給状況は，次の表に示すとおりであり，所定内給与月額の

月分に相当している。

参考

本 市 職 員 の 支 給 月 数 月分

注 下半期とは平成 年 月から平成 年 月まで，上半期とは平成 年

月から 月までの期間をいう。

年間の平均は，特別給の支給月数を本市の職員構成に案分して求め

たものである。

職員の給与と民間給与との比較

前述の「平成 年京都市職員給与等実態調査」及び「平成 年職種別民間

給与実態調査」の結果に基づき，公務にあっては事務・技術職員，民間にあ

ってはこれに相当する職種の者 いずれも，本年度の新規採用者を除く。 に

ついて，比較し，その較差を算出したところ，本市職員の給与は，民間給与

を 円 ％ 下回っていた。

なお，較差の算出に当たっては，職務の種類別に，責任の度合，学歴，年

齢などを同じくする者同士の給与月額を次のページの表に掲げる対応関係で

区 分

項 目

事務・技術等

従 業 員

技能・労務等

従 業 員

平均所定内

給 与 月 額

下半期 （Ａ₁） 円 円

上半期 （Ａ₂）

特 別 給 の

支 給 額

下半期 （Ｂ₁）

上半期 （Ｂ₂）

特 別 給 の

支 給 月 数

下半期 ₁ ₁ 月分 月分

上半期 ₂ ₂

年 間 の 平 均 月分 月分
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比較 ラスパイレス方式 した。

注 ラスパイレス方式とは，比較しようとする団体の人員構成が，基準

となる団体の人員構成と同一であると仮定して，加重平均により算出

する方法のことである。

 
◎ 職員の給与と民間給与との較差 

職 種
民間の給与

（ ）

職員の給与

（ ）

較 差

×

事務・技術

職員
円 円 円 ％

注 平成 年 月分の給与の比較である。

いずれも本年度の新規採用者は含まれていない。

◎ 比較における対応関係

規模

職務の級

企 業 規 模

人 以 上

企業規模 人

以上 人未満

企業規模 人

以上 人未満

級 局 長 級
支店長

工場長，部長

級 部 長 級 部次長
支店長，

工場長，部長

級 課 長 級 課長 部次長
支店長，工場長，

部長，部次長

級 課長補佐級 課長代理 課長 課長

級 係 長 級 係長 課長代理 課長代理

級 主 任 主任 係長 係長

級 係 員 主任，係員 係長，主任 係長，主任

級 係 員 係員 係員 係員

職員の給与水準

国家公務員の行政職俸給表 一 適用職員とこれに相当する本市職員につい

て，平成 年 月の給料月額を経験年数別にラスパイレス方式により比較する

と，次のとおりとなる。 総務省平成 年地方公務員給与実態調査
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区 分 ラスパイレス指数

本 市 職 員

 
参考

区 分 ラスパイレス指数

指 定 都 市 平 均

都 道 府 県 平 均

特 別 区

市 平 均

注 国家公務員を とした数値である。

物価及び生計費

総務省統計局による本年 月の消費者物価指数 総合 を前年同月と比較する

と，全国では ％，本市では ％上昇している。

また，同局の家計調査による本年 月の消費支出の状況は，次のとおりであ

る。 「参考資料」 ページ第 表その

区分
消費支出

世帯当たり
集計世帯数 世帯人員 有業人員 世帯主の年齢

全国 円 世帯 人 人 歳

人事院の報告及び勧告

人事院は，本年 月 日，国家公務員法，一般職の職員の給与に関する法律，

一般職の職員の勤務時間，休暇等に関する法律等の規定に基づき，一般職の

職員の給与及び勤務時間について報告し，給与及び勤務時間の改定について

勧告するとともに，公務員人事管理について報告を行った。

報告及び勧告の主な内容は，次のとおりである。

給与勧告の骨子

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方

・ 国家公務員給与は，社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することがで

きる。その変更に関し必要な勧告・報告を行うことは，国家公務員法に定められた人

事院の責務

・ 勧告は，労働基本権制約の代償措置として，国家公務員に対し適正な給与を確保す

る機能を有するものであり，能率的な行政運営を維持する上での基盤
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・ 公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから，給与水準は，経

済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠し

て定めることが最も合理的

Ⅱ 民間給与との較差に基づく給与改定

１ 民間給与との比較

約 民間事業所の約 万人の個人別給与を実地調査（完了率 ％）

月例給 公務と民間の４月分給与を調査し，主な給与決定要素である役職段階，勤

務地域，学歴，年齢の同じ者同士を比較

○民間給与との較差 円 ％

〔行政職 一 …現行給与 円 平均年齢 歳〕

〔俸給 円 地域手当 円 はね返り分 注 円〕
注 俸給等の改定に伴い諸手当の額が増減する分

ボーナス 昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）

と公務の年間の支給月数を比較

○民間の支給割合 月（公務の支給月数 月）

２ 給与改定の内容と考え方

月例給

俸給表

① 行政職俸給表 一

初任給は，民間との間に差があることを踏まえ１級の初任給を 円引上げ。

若年層についても同程度の改定。その他は，給与制度の総合的見直し等により高

齢層における官民の給与差が縮小することとなることを踏まえ，それぞれ 円

の引上げを基本に改定（平均改定率 ％）

② その他の俸給表

行政職 一 との均衡を基本に改定。指定職俸給表は行政職 一 の引上げを踏ま

え，各号俸について 円引上げ

初任給調整手当

医療職俸給表 一 の改定状況を勘案し，医師の処遇を確保する観点から，所要の

改定

地域手当

給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から，支給割合について給与制度の

総合的見直しによる見直し後の支給割合と見直し前の支給割合との差に応じ， ～

２％引上げ

ボーナス

民間の支給割合に見合うよう引上げ 月分→ 月分

民間の支給状況等を踏まえ，勤務実績に応じた給与を推進するため，引上げ分を

勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 月期

年度 期末手当

勤勉手当

月（支給済み）

月（支給済み）

月（改定なし）

月（現行 月）

年度 期末手当

以降 勤勉手当

月

月

月

月
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実施時期

・ 月例給：平成 年４月１日

・ ボーナス：法律の公布日

３ その他の課題

配偶者に係る扶養手当

本年の調査の結果，民間では，配偶者に対して家族手当を支給し，配偶者の収入

による制限を設ける事業所が一般的。今後とも，民間企業における家族手当の見直

しの動向や，税制及び社会保障制度に係る見直しの動向等を注視しつつ，扶養手当

の支給要件等について，必要な検討

再任用職員の給与

民間企業の再雇用者の給与の動向や各府省における再任用制度の運用状況等を踏

まえ，引き続き，その在り方について必要な検討

Ⅲ 給与制度の総合的見直し

１ 給与制度の総合的見直しの概要

国家公務員給与における諸課題に対応するため，昨年の勧告時において，俸給表や

諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直しを実施することとし，具体的な措置

の内容及び実施スケジュール等の全体像を示し，給与法の改正により，本年４月から

本格的に実施。今後，諸手当の見直し等について，人事院規則の改正により段階的に

実施し，平成 年４月１日に完成

２ 平成 年度において実施する事項

地域手当の支給割合の改定

平成 年４月１日から給与法に定める支給割合に引上げ

単身赴任手当の支給額の改定

基礎額を平成 年４月１日から 円引き上げ， 円に改定

加算額の限度について，基礎額の引上げを考慮して，平成 年４月１日から

円引き上げ， 円に改定

＊ 広域異動手当は，給与法の改正により，平成 年４月１日以後に異動した職員に

係る支給割合が，異動前後の官署間の距離が 以上の場合は ％に， 以上

未満の場合は５％に引上げ

勤務時間に関する勧告の骨子

１ フレックスタイム制の拡充の必要性

・ 近年，ワーク・ライフ・バランスの重要性についての意識が我が国全体で高まって

おり，価値観やライフスタイルの多様化とともに働き方に対するニーズが多様化

・ 「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成

年 月）の中で，各府省等における適切な公務運営を確保しつつ，幅広い職員がより

柔軟な働き方が可能となるようなフレックスタイム制の導入について，本院に対し，

検討の要請

・ 職員に柔軟で多様な勤務形態の選択肢を用意することは，職員がその能力を十分に

発揮し，高い士気をもって効率的に勤務できる環境を整備することとなり，公務能率

の一層の向上にも資する。また，職員の仕事と育児や介護等との両立を推進するとと

もに，人材確保にも資する。

２ フレックスタイム制の拡充の概要等

概要

・ 原則として全ての職員を対象とし，適用を希望する職員から申告が行われた場

合，各省各庁の長は，公務の運営に支障がないと認められる範囲内において，始
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業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して，４週間ごとの期間につき１週

間当たり 時間 分となるように当該職員の勤務時間を割り振ることができる。

コアタイムは，月曜日から金曜日までの毎日５時間設定

・ 育児又は介護を行う職員については，割振り単位期間を１週間から４週間までの

範囲内において選択して設定できるとともに，日曜日及び土曜日に加えて週休日を

１日設けることができる。

コアタイムは，毎日２時間以上４時間 分以下の範囲内で設定

・ 現行のフレックスタイム制の適用対象とされている職員についても，その申告に

より新たなフレックスタイム制を適用することができる。交替制等勤務職員その他

業務の性質上特定の勤務時間で勤務することを要する職員として人事院規則で定め

る職員は，新たなフレックスタイム制の対象から除外

適用に当たっての考え方

・ 希望する職員には可能な限り適用するよう努めることが基本。なお，業務の性質

上適用が困難な場合，必要な体制を確保できない場合等，公務の運営に支障が生じ

る場合には適用ができない。

・ 適用する場合には，公務の運営に支障が生じない範囲内で，当該職員の申告を考

慮しつつ，勤務時間帯や勤務時間数を割り振る。育児又は介護を行う職員について

は，できる限り，当該職員の申告どおりに割り振るよう努めることが適当

３ フレックスタイム制を活用していくための留意点

・ 一人一人が責任感と自律心を持って業務を遂行することにより，これまで以上に効

率的な仕事の進め方やより柔軟な働き方が推進され，一層効率的な行政サービスを提

供

・ フレックスタイム制の実施に伴い超過勤務が増加しないようにする必要があるのみ

でなく，超過勤務を縮減する方向での働き方の推進が重要

４ フレックスタイム制の拡充の実施時期

平成 年４月１日から実施

公務員人事管理に関する報告の骨子

退職管理の見直しや採用抑制等により， 歳・ 歳台の在職者の割合が 歳・ 歳台

の在職者の割合を相当に上回っており，国家公務員の人事管理に大きく影響することが懸

念される。本院は，人事行政の第三者・専門機関の責務として，将来にわたって能率的で

活力ある公務組織を確保する観点から，採用から退職に至るまでの公務員人事管理全般に

わたって，中・長期的視点も踏まえた総合的な取組を進めていく。

１ 人材の確保及び育成

多様な有為の人材の確保

幅広い層の者が国家公務員の仕事内容等の具体的イメージを持ち採用試験を受験す

るよう，各府省と連携し，公務の魅力を積極的に発信。その際，地方においても誘致

活動を拡充・強化

女性の採用・登用の拡大

・ より多くの優秀な女性が採用試験を受験するよう誘致活動を強化

・ 女性職員や管理職員を対象とする研修等を通じ，意欲と能力のある女性職員の登

用を促進

研修の充実

公務運営環境が厳しくなる中， の役割が重要。外部有識者から成る研究会を

開催するなど，全体の奉仕者たる国家公務員を育成するための研修の充実に向けた具

体策を検討

能力・実績に基づく人事管理の推進

人事評価結果が任免・給与等へ適切に活用されるよう各府省に支援・指導等。人事
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評価を通じた人材育成に資するため，研修の機会を提供。各府省と連携した苦情相談

体制の一層の充実

２ 柔軟で多様な働き方の実現と勤務環境の整備

フレックスタイム制の拡充

適切な公務運営の確保に配慮しつつ，原則として全ての職員を対象にフレックスタ

イム制を拡充（勤務時間法の改正を勧告）

テレワークの推進

テレワークを時間単位で利用しやすくするための措置を講ずるとともに，勤務時間

管理，服務管理等の在り方等について検討

長時間労働慣行の見直し

・ 事前の超過勤務命令等の勤務時間管理の徹底，管理職員の意識改革を含めた業務

の合理化・効率化等の推進による超過勤務の縮減

・ 超過勤務の多い職員の健康保持への配慮，業務の平準化や人員配置の工夫等に努

める必要

仕事と家庭の両立支援の促進

・ 幹部職員からの働きかけ等による男性職員の両立支援制度の活用促進

・ フレックスタイム制の活用状況を見ながら，育児のための両立支援策等の拡充に

ついて検討

・ 民間の介護休業制度の見直しの動向も考慮しつつ，介護休暇等の在り方について

検討

心の健康づくりの推進

心の不調者の発生を未然に防止する１次予防を強化するため，各府省と連携しつつ

準備を進め，ストレスチェック制度を導入

ハラスメント防止対策

職員が相談しやすいセクハラの苦情相談体制の充実を図るとともに，パワハラに関

する啓発資料の配布等，意識啓発を一層推進

３ 高齢層職員の能力及び経験の活用（雇用と年金の接続）

平成 年の意見の申出を踏まえ，適切な措置が講じられる必要。公務の再任用は引

き続き短時間勤務中心であり，民間同様のフルタイム中心の勤務の実現を通じて再任用

職員の能力及び経験を本格的に活用する必要。このため，各府省は定員事情や人員構成

の特性等を踏まえ計画的な人事管理に努める等，一層の工夫が必要。本院としては，関

連する制度を含め適切な措置がとられるよう引き続き必要な対応
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Ⅱ 給与の改定等

職員の給与等の実態及び給与の決定に関係のある基礎的諸条件は，以上のと

おりである。これらの諸条件を総合的に考慮した結果，本市職員の給与等につ

いて，次のように判断し，また，検討を行う必要があると認める。

１ 給与の改定

⑴ 月例給

本年 月現在で本市職員の給与と民間事業所従業員の給与を比較した結

果，本市職員の給与は，民間給与を 円（ ％）下回っていた。

職員の給与に関しては，給与水準を民間給与に均衡させることが基本で

あり，本年の公民の給与較差を解消するため，給料表について，引上げ改

定を行う必要がある。

改定に当たっては，初任給をはじめとする若年層に重点を置いて引上げ

を行った本年の人事院勧告における俸給表の改定内容を勘案し，本市の実

情に適合したものとすることが適当である。

⑵ 期末手当及び勤勉手当

昨年 月から本年 月までの 年間において，市内民間事業所で支払わ

れた特別給は，所定内給与月額の 月分であり，本市職員の期末手当及

び勤勉手当の年間支給月数（ 月分）を 月分上回っている。

本委員会は，民間における特別給の支給月数を算出し，本市職員の期末

手当及び勤勉手当の年間支給月数と比較したうえで， 月単位で改定を

実施するよう勧告を行ってきている。したがって，市内民間事業所におけ

る支給状況との均衡の観点から，年間支給月数を 月分引き上げ，

月分とすることが適当である。

なお，改定に当たっては，本年の人事院勧告を勘案し，勤勉手当の年間

支給月数を引き上げることが適当である。

⑶ 初任給調整手当

医師及び歯科医師に対する初任給調整手当について，本年の人事院勧告

においては，医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し，所要の改定を行う

こととされたところである。本市の医師等に適用される給料表等の制度は

国に準じたものであることから，本市においても，本年の人事院勧告を考

慮した改定を行うことが適当である。
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２ 給与制度の総合的見直し

⑴ 国家公務員における給与制度の総合的見直し

ア 見直しの背景

国家公務員給与については，地域における公務員給与水準の是正，年

功的な給与上昇の抑制等を目的として，平成 年度から平成 年度に

かけて，俸給制度，諸手当制度全般にわたる給与構造改革が行われ，地

域ブロックで見た民間賃金との差が縮小したほか，高齢層における給与

水準が一定程度抑制され，また，勤務実績の給与への反映が推進された

ところである。

しかしながら，依然として，①特に民間賃金の低い地域を中心に，公

務員給与が高いのではないかといった指摘が見られること，②国家公務

員においては，近年，職員の平均年齢が上昇し，職員構成の高年齢化が

顕著となってきているとともに 歳台後半層の官民の給与差が生じてい

ること，③公務組織の特性，円滑な人事運用の要請等を踏まえた職員の

適正な処遇を実現することを通じて，公務に必要な人材を確保し，組織

の能率的な運用を図っていく必要があること等の課題が生じていたこと

から，これらの課題に対応するため，人事院は，昨年 月の人事院勧告

において，「地域間の給与配分の見直し」，「世代間の給与配分の見直

し」及び「職務や勤務実績に応じた給与配分」を柱とする給与制度の総

合的見直しを行うことを勧告し，本年 月から，逐次，見直しが実施さ

れているところである。

イ 見直しの内容

ア 地域間の給与配分の見直し

給与構造改革においては，全国 つの地域ブロックごとに官民較差

を算出し，そのマイナス幅が最も大きい地域の結果を基に全国共通の

俸給表水準を平均 ％引き下げるとともに，民間賃金の高い地域には

最大 ％の地域手当を支給することとした。

しかし，この地域ブロックには民間賃金の高い政令指定都市等を含

むことから，これを含まない地域における官民給与の実情を見るため，

今般の見直しでは，「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）による

都道府県別の所定内賃金の平均額が低い方から 分の となる 県を

つのグループとして，このグループの官民給与の較差と全国の官民給

与の較差の率の差を算出し，これを踏まえて，全国共通の俸給表水準

を平均 ％引き下げるとともに，民間賃金の高い地域には最大 ％の

地域手当を支給することとし，級地区分，支給割合，支給地域等の見

直しを行った。
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この見直しにより，東京都特別区の級地区分は 級地のまま支給割

合は ％から ％に，医療職俸給表（一）適用職員等に係る特例の級

地区分は 級地のまま支給割合は ％から ％に引き上げられたが，

京都市域の級地区分は 級地から 級地に変更され，支給割合は ％

のまま据え置かれている。

イ 世代間の給与配分の見直し

給与構造改革においては，中高齢層について，国家公務員給与が民

間給与を ％程度上回っていたことを踏まえ，俸給表水準を平均 ％

引き下げる中で，俸給表の高位号俸の水準を最大 ％程度引き下げた。

しかし， 歳台後半層については，国家公務員給与が民間給与をな

お ％程度上回っている状況にあることから，俸給表水準を平均 ％引

き下げる中で， 歳台後半層の職員が多く在職する高位号俸の俸給月

額について，最大で ％程度引き下げることとした。その際，民間給与

を上回っている状況にない 歳台や 歳台前半層の職員の給与水準

に与える影響に留意して，平均引下げ率を上回る改定を行う範囲を限

定するとともに，人材確保への影響等を考慮し，初任給に係る号俸等

については引下げを行わないこととし，世代間給与配分の更なる適正

化を図ることとした。

ウ 職務や勤務実績に応じた給与配分

人材確保の必要性や円滑な人事運用の要請等を踏まえ，広域異動手

当，単身赴任手当，本府省業務調整手当及び管理職員特別勤務手当の

改善を図ることとした。

ウ 実施時期等

給与制度の総合的見直しは，俸給表水準を平均 ％引き下げ，その引下

げ分を原資として，地域手当の支給割合の引上げや広域異動手当等の改

善を行おうとするものであり，俸給表及び管理職員特別勤務手当の見直

しは平成 年 月 日から，その他の諸手当の見直しは，逐次実施を図

り，平成 年 月 日までに完成させるとしている。

また，俸給表の水準の引下げに伴い，新たな俸給表の俸給月額が平成

年 月 日に受けていた俸給月額に達しない職員に対しては，激変を

緩和するため，平成 年 月 日までの 年間に限り，経過措置とし

てその差額を支給することとしている。
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⑵ 本委員会の基本的な考え方

本委員会は，昨年 月の報告以降，職員の給与が，その職務と責任に応

ずるものでなければならず（職務給の原則），併せて，生計費並びに国及

び他の地方公共団体の職員の給与，民間事業の従事者の給与その他の事情

を考慮して定められなければならない（均衡の原則）としている地方公務

員法の諸原則にのっとり，「職員の職務への意欲を喚起し，もって市民サ

ービスの向上に資する」という視点に立って，より本市にふさわしい給与

制度を構築するための検討を進めてきた。

本委員会は，職員の給与について，地方公務員法の趣旨に則した制度と

その運用が図られ，市民の理解と納得を得られるものでなければならない

と考えるところであり，均衡の原則において，民間事業所従業員の給与と

ともに国家公務員の給与も考慮事項の一つとされていること，本市も国家

公務員給与がとらえている課題と共通の課題を抱えていること，さらには，

総務省の設置する有識者会議「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関

する検討会」の示す方向性や他の地方公共団体の動向等も踏まえると，以

下のとおり，基本的には，国に準じた見直しを実施することが適当である

と判断した。

ただし，見直しに当たっては，職員構成や昇任管理の実態等の国とは異

なる本市の実情を十分に考慮し，市内民間事業所従業員の給与の状況も踏

まえて，より本市にふさわしい給与制度を構築する必要がある。

ア 地域間の給与配分の見直し

国家公務員給与における地域間の給与配分の見直しは，全国各地に官

署が所在する国家公務員の給与について，それぞれの地域における民間

事業所従業員の給与を適切に反映するために，国家公務員全体の給与水

準を維持したうえで，地域間における給与配分の適正化を図るために行

われたものである。

一方，本市においては，これまで，平成 年 月の「地方公務員の給

与のあり方に関する研究会」の最終報告を踏まえ，「給与水準は地域の

民間給与をより重視して均衡の原則を適用すべき」との考え方に立って，

本委員会が実施する職員給与等実態調査及び職種別民間給与実態調査に

より，毎年，公民較差を算出し，較差を是正するよう勧告を行ってきた

ため，職員の給与水準と市内民間事業所従業員の給与水準は均衡してい

ることを踏まえると，「地域間の給与配分の見直し」という観点からの

見直しは必要ないものといえる。

しかしながら，これまで，国に準じて平成 年度から実施した給与構

造の見直しも含め，給料表の改定に当たっては，「給与制度（給料表の
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構造や手当の種類・内容等）は国の制度を基本とすべき」との考え方に

立って，国の行政職俸給表（一）に準拠した改定を行ってきた経過があ

ること，また，地域手当の支給割合についても，国家公務員の支給割合

に合わせて定めてきた経過があることを踏まえると，今後も，国家公務

員との近似性・類似性を重視して給与制度を設計していくことが適当で

あり，そのことが，市民の理解と納得を得ることにつながるものと考え

る。

したがって，国の行政職俸給表（一）を基本とした改定を行ったうえ

で，地域手当の支給割合を国に準じて定めることが適当である。

なお，国に準じて，給料表の引下げ及び地域手当の支給割合の設定を

行った場合には，大半の職員の給与水準は引き下げられることとなるう

え，国が「職務や勤務実績に応じた給与配分」として行うこととしてい

る諸手当の改善については，国にしかない手当が含まれている等の理由

により十分な改善ができないため，国とは異なり，職員全体の給与水準

を維持することが困難になる。しかし，職員の給与水準については，今

後も，市内民間事業所従業員の給与水準に準拠して定めることが最も適

当であることに変わりはない。本委員会としても，給与制度を国に準じ

て改定したことによる本市職員の給与水準の今後の動向を踏まえ，常に，

適正な給与水準が確保されるよう適切に対応していく。

イ 世代間の給与配分の見直し

本市においては，国に準じ，平成 年度から実施した給与構造の見直

しにおいて，中高齢層の給与水準を最大 ％程度引き下げるとともに，公

民較差を解消するための給料表の改定においても，高齢層の給与水準を

より抑制する方向での改定を行ってきた。また，平成 年度から，職

務・職責を重視した給与構造へのさらなる転換を進めるために，統括主

任級を主任級と統合し，新たな級の給与水準を定めたが，それにより，

高齢層の給与水準の抑制がさらに図られる結果となった。

しかし，これらの取組を行っても，なお，国と同様に，高齢層職員の

給与水準が民間の給与水準を上回っており，他方，若年層の給与水準は，

民間の給与水準を下回る状況が見られるため，本市においても，国にお

ける見直しに準じて，世代間の給与配分の適正化を図ることが適当であ

る。

その際，本委員会が実施する職員給与等実態調査及び職種別民間給与

実態調査の結果を分析したところ，次のような傾向が見られたため，見

直しに当たっては，世代間の給与配分の適正化に加えて，役職段階別の

給与配分の適正化という観点も踏まえることが適当である。
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① 歳台後半層の給与水準は民間を上回っているが，これを役職段階

別に見ると， 級（主任級）及び 級（係長級）の給与水準が民間を上

回る傾向にあり，特に， 級においてその傾向が見られる。一方， 級

（課長補佐級）以上の級の給与水準については，民間を上回る傾向は

見られない。

② 国においては， 歳台及び 歳台前半層の給与水準は民間を上回る

状況にないが，本市においては，この年代の給与水準も民間を上回っ

ており，これを役職段階別に見ると， 級の給与水準が民間を上回る傾

向にある。

③ 若年層の給与水準は，民間を下回る傾向にある。

ウ 職務や勤務実績に応じた給与配分

国家公務員給与における諸手当の改善のうち，広域異動手当及び本府

省業務調整手当については国にしかない手当であるため見直しの余地は

ないが，単身赴任手当については，本市においても，東京事務所等への

異動や被災地への派遣に伴い単身赴任となる職員が存在すること，管理

職員特別勤務手当については，本市においても，管理監督職員が，災害

等への対応のため，やむを得ず平日深夜に及ぶ長時間の勤務を行ってい

る状況が見られることから，いずれも，国と同様の改定を行うことが適

当である。

エ その他

国においては，退職手当に関し，給与制度の総合的見直しの影響を踏

まえ，見直し前の支給水準の範囲内で，職員の公務への貢献度をより的

確に反映させるよう，退職した職員の退職前の職責に応じて基本額に加

算することとされている調整額について，所要の改正が行われたところ

である。

本市においても，給料表の水準の引下げに伴う基本額への影響を考慮

し，国の改正内容を踏まえた対応を行うことが適当である。

⑶ 本市における具体的な措置

ア 給料表等の見直し

行政職給料表は，平均 ％，最大 ％の引下げを行った国の行政職俸給

表（一）の改定内容を基本として改定することとするが，⑵イで言及し

た本市職員と民間事業所従業員の世代別・役職段階別の給与水準の傾向

も勘案し，本市の実情に適合したものとすることが適当である。

なお，平成 年度から実施した給与構造の見直し並びに平成 年度
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から実施した統括主任級及び主任級の統合による給料表の切替えに伴う

経過措置額の算定基礎となる額についても，給料表の見直しを踏まえ，

現行の額に給料表の最大改定率を考慮して定めた率を乗じて得た額とす

ることが適当である。

行政職給料表以外の給料表については，行政職給料表との均衡を基本

に，引下げ改定を行うことが適当である。ただし，医療職給料表につい

ては，医師及び歯科医師の処遇を確保する観点から，引下げ改定を行わ

ないことが適当である。

イ 地域手当等

地域手当については，東京都特別区に勤務する職員の支給割合を ％

に，医療職給料表の適用を受ける職員の支給割合を ％に引き上げるこ

とが適当である。

併せて，医療職給料表の適用を受ける職員に対する初任給調整手当に

ついては，京都市域に勤務する国家公務員の地域手当の級地区分が 級

地から 級地に変更されたことに伴い，初任給調整手当の種別区分も

種から 種に変更されたことから，これを踏まえた改定を行うことが適

当である。

ウ 単身赴任手当

単身赴任手当については，昨年の人事院勧告において，民間における

単身赴任者に対する手当の支給額や帰宅費用の支給回数が公務を上回っ

ていること及び職員の経済的負担の実情等を考慮し，基礎額及び加算額

を引き上げることとされたところである。本市においても，国と同様の

傾向が見られたこと，また，本市の単身赴任手当の制度は国に準じたも

のであることから，国と同様に改定することが適当である。

エ 管理職員特別勤務手当

管理職員特別勤務手当については，昨年の人事院勧告において，管理

監督職員が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により週休日等以

外の日の午前 時から午前 時までの間（正規の勤務時間以外の時間に

限る。）に勤務した場合には，勤務 回につき， 円を超えない範囲

内の額の手当を支給することとされたところである。

もとより，時間外の勤務については，管理監督職員を含む全ての職員

について，縮減に向けた取組を進めていく必要があるが，本市において

も，管理監督職員の勤務実態を踏まえ，国と同様に改定することが適当

である。
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⑷ 実施時期等

ア 給料表等の見直し

平成 年 月 日から実施し，同日に新たな給料表に切り替えること

が適当である。

なお，国においては，俸給表の見直しに伴い，新たな俸給表の俸給月

額が切替日の前日に受けていた俸給月額に達しない職員に対して，平成

年 月 日から平成 年 月 日までの 年間に限り，経過措置と

してその差額を俸給として支給することとされたところである。

本市においても，国における措置を考慮し，給料月額の引下げが行わ

れることとなる職員の生活への影響も踏まえ，激変を緩和するための所

要の経過措置を講じることが適当である。

イ 諸手当の見直し

平成 年 月 日から実施することが適当である。

３ 給与に関するその他の課題

⑴ 高齢層職員の給与水準及び給与制度

国においては， 歳台後半層の給与水準の上昇をより抑制するため，俸

給表の職務の級における高位号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を

縮減するとともに， 歳を超える職員は標準の成績では昇給しないことと

するなど，高齢層職員の給与水準を是正するための見直しが実施されてい

る。 
本委員会でも，これまでの報告において，世代間の給与配分の更なる適

正化を進める観点から， 歳台の職員の給与水準及び給与制度の在り方に

ついて，国及び他の地方公共団体の状況，本市の昇任管理の実態並びに職

員の士気に与える影響を踏まえて検討を行う必要があると言及してきたと

ころであり，現時点における検討結果は以下のとおりである。 
すなわち，高位号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減する措

置については，本市がこれまで進めてきた「職務・職責を重視した給与構

造への転換」という考え方にそぐわない面があること，また，本市におい

ては， 歳台後半層での昇任が少なからず見受けられ，昇任意欲や組織活

性化への影響が懸念されることを踏まえると，慎重な検討が必要である。  
また， 歳を超える職員は原則として昇給しないこととする措置につい

ては，本年 月から 年間をかけて，平成 年から実施した給与構造の見

直しに伴う経過措置を段階的に廃止するよう取り組んでいること，また，

来年 月からの給与制度の総合的見直しの実施により，高齢層職員の給与
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水準が引き下げられ，全体としては，市内民間事業所の高齢層従業員の給

与水準とおおむね均衡することを踏まえ，今後の公民の給与水準の動向や

他の地方公共団体の状況等を見極めつつ，必要な見直しを検討していくこ

とが適当である。 
 

⑵ 住居手当

これまでの本委員会の報告において，本市における住居手当制度は，借

家・借間と自宅の区別を設けていないなど，国や他の多くの地方公共団体

とは異なったものになっているが，国をはじめ自宅に係る住居手当を廃止

する団体が増えているという状況や市内民間事業所の支給状況を注視する

必要がある旨を言及してきたところである。 
自宅に係る住居手当については，国が，平成 年に廃止して以降，地方

公共団体においても廃止が進み，本年 月時点において，全ての都道府県

及び 政令指定都市で廃止済みとなっているところであり，この中には，

本市と同様に，借家・借間と自宅の区別を設けていなかった団体も含まれ

ている。

また，市内民間事業所の過去 年間における支給状況（住居手当に係る

調査項目がなかった平成 年を除く。）については，住居手当の支給があ

る事業所の ～ 割程度の事業所が自宅に係る手当を支給しているが，これ

を，調査対象の全事業所に占める割合として見ると，平成 年以降， ％，

％， ％， ％と減少傾向又は横ばいで推移しているところである。 
したがって，市内民間事業所との均衡を失しているとまでは言えないも

のの，自宅に係る手当を支給する事業所の割合が減少又は横ばいで推移し

ている状況や転勤の有無や住宅事情が国とは異なる他の地方公共団体にお

いても廃止が進んでいる状況を踏まえ，本市の住居手当制度の在り方につ

いて検討を行う必要がある。

４ 人事管理に関する課題

⑴ 人材の確保，育成等

人材の確保については，昨今の景気回復による民間企業の採用活動の活

発化などに伴い，ますますその対策が重要となっている。

本委員会においては，大学等での採用ガイダンスの実施，メールマガジ

ンの配信などによる周知活動に加え，技術職員として働く魅力を伝えるた

めの現場見学会を新たに開催するなど，これまでから，受験者の確保に向

けて様々な取組を行うとともに，人物重視による職員採用試験を実施する

ことにより，多様で有為な人材の確保に努めている。  
引き続き，任命権者とも連携を図りながら，効果的な受験者確保策や採
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用試験制度の在り方について検討していくこととしたい。  
意欲や能力のある職員の積極的な登用の機会である係長能力認定試験に

ついては，平成 年度に若手職員の自己研さんの促進，技術職員の技術力

向上等を目的とした見直しを行った。職員が係長，課長等への昇任意欲を

持たないことが人材の育成や組織の活性化の観点から深刻な問題であるこ

とは，過去の本委員会の報告においても言及したとおりであり，引き続き，

受験率の向上に努めるとともに，昇任意欲を向上させるために必要な取組

について更に研究していくこととしたい。 
人事評価については，地方公務員法の一部改正により，任用，給与，分

限その他の人事管理の基礎として活用するものとされたところであり，同

法にのっとり，人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして勤務実績が

良くない場合は適切な措置を執るなど，本市の人事評価制度を適切に運用

し，活用していく必要がある。 
昨年度に続き，職員による不適切な事務処理の事案が多数発生している。

発生した個々の原因を明らかにし，再発防止策を講じるとともに，このよ

うな事案が継続して発生している要因について，引き続き分析していく必

要がある。また，全ての職員が不適切な事務処理の事案を教訓として，同

じ誤りを繰り返さないようにしていくことが重要である。  
 

⑵ ワーク・ライフ・バランスの推進

職員のワーク・ライフ・バランスを実現するための環境を整備すること

は，職員の生活の充実や職員の心身の健康保持だけでなく，職場の活性化

や公務能率の向上，質の高い市民サービスの提供等の観点からも，重要で

ある。 
任命権者においては，時間外勤務の縮減を始めとした取組により，育児，

介護等により時間の制約を受ける職員を含めた全ての職員が，家庭はもと

より，地域での役割も円滑に果たしつつ，その能力を仕事において一層発

揮することのできる勤務環境を整備することが必要である。そのためには，

時間の制約のある職員がいることを前提とし，長時間働くことを良しとす

る考え方を廃し，挙げた成果自体を評価する組織風土を醸成していくため

の方策も研究していく必要がある。 
また，国においては，ワーク・ライフ・バランスの推進の一環として，

夏の朝型勤務やフレックスタイム制の対象拡大の取組が進められており，

窓口職場の多い本市の勤務実態も踏まえつつ，職員がワーク・ライフ・バ

ランスを実現するための環境整備を更に検討する必要がある。 
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⑶ 時間外勤務の縮減

本市における総時間外勤務時間数は，平成 年度から平成 年度まで

において減少傾向にあったものの，平成 年度に増加に転じ，平成 年

度も引き続き増加している。時間外勤務が生じる要因は，様々な要素が複

雑に絡み合っており，縮減のための現状の取組が限界に達していることは，

否めない。 
時間外勤務の抜本的な縮減のためには，他の地方公共団体や民間企業の

例からも，まずは，組織のトップが不退転の決意で取り組むという本気の

リーダーシップが重要である。その下で，全ての局区長が時間外勤務の縮

減を自らの重要な職責の一つとして，部長以下の全ての職員が，時間外勤

務が生じる具体的な要因の把握，その要因ごとの複合的な対策の実施，効

率的で無駄のない業務遂行など，それぞれの職位に応じた役割を果たしつ

つ，相互に知恵を出し合いながら，全庁一丸となって時間外勤務の縮減に

取り組んでいけるようマネジメントを行っていく必要がある。 
加えて，本市が職員に対して負っている安全配慮義務を果たし，職員の

心身の健康を保持するためには，年間 時間を超える時間外勤務を行う

職員が決して生じることのないようにすることはもとより，業務の平準化，

人員配置の工夫等により特定の職員に強い負荷が掛かることのないように

していくとともに，業務量に応じた適正な人員配置を適宜行うことが不可

欠である。 
さらに，命令に基づかない時間外勤務及びいわゆる持ち帰り残業が決し

て生じることのないようにするとともに，命令に基づく時間外勤務に対し

ては，たとえその命令が黙示的であったとしても，手当が支払われるべき

ことに留意する必要がある。 

⑷ その他の勤務環境の整備等 
心の病のため休職した職員の割合は，平成 年度から減少傾向を示して

いたものの，平成 年度に再び増加し，その後，増減を繰り返している。

メンタルヘルス不調は，現在は広くオープンに議論される社会的な問題と

なっており，管理監督職員は，必要に応じ，職場のメンタルヘルス相談窓

口における健康管理医の指導を受ける等しながら，職場に存するメンタル

ヘルス不調の原因に対して職場全体でその解消に取り組むことが重要であ

る。

平成 年度からストレスチェックが実施されているが，これを適切に実

施することはもとより，集団ごとの集計・分析結果を職場環境の改善等に

有効に活用することにより，職員の心理的な負担の軽減につなげることが

重要である。 
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また，ハラスメントについては，職員の人としての尊厳や人格を傷付け，

その勤労意欲を減退させるだけではなく，正常な公務運営に支障を及ぼす

重大な問題であることを職員に十分認識させ，その防止の取組を継続して

行っていく必要がある。

職場の安全衛生については，労働安全衛生法その他の法令により任命権

者がその確保に努めているところであり，安全衛生委員会の活性化等によ

り，引き続き，快適な執務環境をはじめとする職場の安全衛生の確保に取

り組んでいく必要がある。

本市では，市政の重要な担い手として，任用根拠や勤務形態の異なる職

員が相当数存在しているところである。任命権者においては，これらの職

員も含めた全ての職員が意欲を持って働くことができるよう，引き続き適

切な制度運用を図る必要がある。 
地方公務員法の一部改正により，地方公務員についても，再就職した元

職員による職員への働き掛けの規制の導入等により退職管理の適正を確保

するための所要の措置を講じることとされたところであり，同法の趣旨に

のっとり，任命権者と連携しながら，本委員会として必要な取組を行って

いくこととしたい。 

５ 給与勧告・報告制度の意義・役割

人事委員会による給与勧告・報告は，現行法制度の下で地方公務員の労働

基本権が制約されていることの代償措置として，地方公務員法における情勢

適応の原則に基づき，職員の勤務条件を社会一般の情勢に適応させることを

基本として行うものである。

民間給与水準を把握して職員の給与に精確に反映させることにより職員の

給与水準を決定することは，市民から支持される納得性の高い給与水準を保

障し，人材の確保，労使関係の安定等を通じて公務の公正かつ効率的な運営

の確保に寄与するものである。

市会及び市長におかれては，給与勧告・報告制度の意義や役割に深い理解

を示され，適切な措置を執られることを要請する。
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別紙第２

勧 告

本委員会は，職員の給与について，次の措置を執られるよう勧告する。

１ 本年 月の民間給与との比較に基づく給与の改定

⑴ 給料表

ア 行政職給料表については，別紙第１のⅡの１の報告に基づき改定する

こと。

イ その他の給料表については，行政職給料表との均衡を失しないよう改

定すること。

⑵ 期末手当及び勤勉手当

別紙第１のⅡの１の報告に基づき改定すること。

⑶ 初任給調整手当

別紙第１のⅡの１の報告に基づき改定すること。

２ 給与制度の総合的見直し

⑴ 給料表等

ア 行政職給料表については，別紙第１のⅡの２の報告に基づき改定する

こと。

イ その他の給料表（医療職給料表を除く。）については，行政職給料表

との均衡を失しないよう改定すること。

ウ 給与構造の見直し並びに統括主任級及び主任級の統合による給料表の

切替えに伴う経過措置額の算定基礎となる額について，別紙第１のⅡの

２の報告に基づき改定すること。

⑵ 諸手当

ア 地域手当

別紙第１のⅡの２の報告に基づき改定すること。

イ 初任給調整手当

別紙第１のⅡの２の報告に基づき改定すること。

ウ 単身赴任手当

別紙第１のⅡの２の報告に基づき改定すること。

エ 管理職員特別勤務手当

別紙第１のⅡの２の報告に基づき改定すること。

３ 実施時期等

１⑴及び１⑶については平成 年 月 日から，１⑵についてはこの改定

を実施するための条例の公布の日から実施すること。

２については，平成 年 月 日から実施すること。２⑴の給料表の改定

に当たっては，国の経過措置を考慮し，所要の経過措置を講じること。
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平成 年京都市職員給与等実態調査の概要

今回の報告の基礎となった平成 年京都市職員給与等実態調査の概要は，次のとおりである。

調査の目的

この調査は，職員の給与等の実態を把握し，給与に関する基礎資料を得ることを目的として行っ

た。

調査対象

市長部局，市会事務局，各行政委員会事務局及び消防局に属する一般職の職員並びに京都市立学

校教職員（府費負担の者を除く。）で，平成 年 月 日に在職する者とした。ただし，休職者，派

遣職員，育児休業中の職員等及び地方公務員法第 条の臨時的任用職員を除く。

集計

京都市総合企画局情報化推進室に依頼した。
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（参考）

国の行政職俸給表（一）適用
相当職員（上記①②の計）

学 校 事 務 職 員 給 料 表

薬 剤 職 獣 医 職 給 料 表

看 護 職 給 料 表

高 等 学 校
教 育 職 員 給 料 表

総 計

人 員

行政職給料表 消防職員

歳 年

う ち 事 務 職 員 等 ①

人

給料表

区　分
平 均 年 齢

管 理 用 務 員 給 料 表

土木技術職建築技術職電気技
術職 機械技 術 職 給 料 表 ②

幼稚園教育職員小学校教育職
員中 学校教 育 職 員 給 料 表

医 療 職 給 料 表

環境業務職行政業務職給料表

第1表　適用給料表別人員，平均年齢，平均勤続年数

平 均 勤 続
年 数

行 政 職 給 料 表
（ 消 防 職 員 を 除 く 。 ）
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（参考）
国の行政職俸給表
一 適用相当職員
上記①②の計

計給　　料 地域手当 住居手当扶養手当 管理職手当 その他
区　分

給料表

行 政 職 給 料 表
消防職員を除く。

高等学校教育職員
給 料 表

幼稚園教育職員小
学校教育職員中学
校教育職員給料表

土木技術職建築技
術職電気技術職機
械技術職給料表②

学 校 事 務 職 員
給 料 表

管理用務員給料表

環 境 業 務 職
行政業務職給料表

薬 剤 職 獣 医 職
給 料 表

看 護 職 給 料 表

円 円 円 円 円 円 円

第2表　適用給料表別平均給与月額

う ち 事 務
職 員 等 ①

行 政 職 給 料 表
消 防 職 員

(注) 　その他とは，単身赴任手当(基礎額)及び初任給調整手当である。

総 計

医 療 職 給 料 表
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男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

－ 

(注)　学歴の区分は，給与決定上の学歴による。

－ 

環 境 業 務 職
行 政 業 務 職
給 料 表

行政職給料表
消 防 職 員

－ － 

第3表　適用給料表別，性別，学歴別人員構成比

学歴
大学卒 短大卒 高校卒 中学卒 計

性別人員
構成比

性別
給料表

行政職給料表
消 防 職 員

を 除 く 。

％ ％ ％ ％％ ％

－ － 

－ 

土木技術職建
築技術職電気
技術職機械技
術職給料表②

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

医療職給料表

－ － 

－ 

－ 

－ － 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ － 

－ － － 

－ － 

－ － 

－ － 

看護職給料表

う ち 事 務
職 員 等 ①
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男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

（参考）

男

女

計

給料表

学歴
大学卒性別

－ 

中学卒

－ 

－ 

幼稚園教育職
員小学校教育
職員中学校教
育職員給料表

－ － 

高等学校教育
職 員 給 料 表

－ － 

－ － 

－ 

計
性別人員
構成比

％ ％％ ％

－ － － 

高校卒

－ － － 

－ － 

％ ％

短大卒

学校事務職員
給 料 表

管 理 用 務 員
給 料 表

－ － 

総 計

－ － 

薬剤職獣医職
給 料 表

国 の 行 政 職
俸給表（一）
適用相当職員
上記①②の計
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　1　行政職給料表（消防職員を除く。）

人 人

級

人 人
号給

第4表　適用給料表別，職務の級別，号給別人員分布

人 人 人人
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人人 人

級

人 人 人人 人
号給
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人 人 人 人

人 人 人 人 人

総人員 総平均

人 人

歳

人

平　均
年　齢

人員計

歳 歳 歳

歳人 円

歳 歳 歳 歳

円 円

人 人

円

人

人

級
号給

平均給
料月額

円 円 円円円
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級
号給

人 人 人 人 人 人 人 人

　2　行政職給料表（事務職員等）
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級
号給

人 人 人 人 人 人 人 人
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級
号給

人 人 人 人 人 人 人 人

人員計
人 人 人 人 人 人 人 人

平均給
料月額

円 円 円 円 円 円 円 円

平　均
年　齢

歳 歳 歳 歳

歳

歳 歳 歳歳

総人員
人

総平均
円
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　3  行政職給料表（消防職員）
級

号給
人 人 人 人 人 人 人 人
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級
号給

人 人 人 人 人 人 人 人
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級
号給

人 人 人 人 人 人 人 人

人員計
人 人 人 人 人 人 人 人

平均給
料月額

円 円 円 円 円 円 円 円

平　均
年　齢

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

総人員
人

総平均
円 歳
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　4  土木技術職建築技術職電気技術職機械技術職給料表

人

級

人 人 人人人 人 人
号給
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人 人 人人人
号給

人 人 人

級
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人 人人 人 人 人

円円

歳 歳 歳

歳

総平均
円

歳 歳 歳

総人員
人

歳 歳平　均
年　齢

円 円 円 円 円 円

人 人

人 人

平均給
料月額

人 人人 人 人 人

人員計

級
号給
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円

人

平均給
料月額

人人 人人 人 人 人人

　5  医療職給料表
級

人 人

歳 歳

円 円

人

歳 歳

円 円

平　均
年　齢

総人員
人 歳

総平均

号給

人員計

級
号給
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　6  環境業務職行政業務職給料表
級

人 人人
号給

人人 人
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号給
級

人 人人人 人 人
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級
号給

人 人 人 人 人 人

人 人

円 円 円円

人 人

歳歳

円 円

人 員 計

平 均 給
料 月 額

人人

歳 歳

歳

歳歳

円

平 均
年 齢

総平均総人員
人
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人 人 人
号給

人 人 人 人

　7  看護職給料表
級
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人 人 人
号給

人 人 人 人

級
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総人員
人

総平均
円 歳

平　均
年　齢

歳 歳歳 歳 歳 歳 歳

平均給
料月額

円 円 円 円 円 円 円

人員計
人 人 人 人 人 人 人

人 人 人
号給

人 人 人 人

級
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人 人 人 人 人

級

人
号給

人

　8  薬剤職獣医職給料表
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人人人 人 人

級

人
号給

人
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円

総人員
人

総平均

平 均 給
料 月 額

円円 円 円 円 円 円

人人 人 人 人
人 員 計

人 人

人 人 人 人 人 人

級
号給

平 均
年 齢

歳 歳 歳 歳歳

人

歳

歳 歳
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級級
号給

　9  高等学校教育職員給料表

特2
号給

特2

人人人 人人人 人人人 人
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級
号給

人 人人 人

平　均
年　齢

歳 歳歳

円 円

人人
人員計

歳 歳

平均給
料月額

円 円 円

人 人人

号給
級

人 人

特2

人 人 人

特2

人

総人員
人 歳

総平均
円
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　10  幼稚園教育職員小学校教育職員中学校教育職員給料表
級

号給
人 人 人

特2 特2

人 人人 人人
号給

人

級

人
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級
号給号給

級
特2

人 人 人 人 人 人 人

特2

人

人 人 人 人

歳 歳

人

円 円

平　均
年　齢

平均給
料月額

人員計

人 人

総人員
人

総平均
円

円

歳

歳

歳 歳

円 円
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人

　11  学校事務職員給料表
級

人人人 人人 人 人人
号給

人
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級
号給

人 人人人 人 人 人 人 人 人
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級

人人 人 人人
号給

人人人 人 人

人員計
人 人 人

円

人人 人 人人 人人

円円平均給
料月額

円 円 円

歳

円 円

歳

円 円

平　均
年　齢

歳 歳 歳 歳 歳 歳

総平均
歳

歳

総人員
人 円

歳
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人 人 人 人

級
号給

人 人

　12  管理用務員給料表
級

号給
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人 円

平　均
年　齢

総人員

人 人
号給

級

人

歳

人

歳

人員計

円

人

平均給
料月額

人

歳

円 円

総平均

歳
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人

計

第5表　職員の扶養手当の支給状況

(注)1　表中の金額は京都市職員給与条例が適用される場合の手当月額である。
　　2　特定の期間にある子とは，15歳に達する日後の最初の4月1日から22歳に達する日以後
　　 の最初の3月31日までの間にある子をいう。
　　3　総人員1人当たりの平均扶養親族数は，1.1人である。
　　4　受給者1人当たりの平均手当月額は，20,285円である。

1人につき
5,000円加算

⑵配偶者がな
い場合のその
他の扶養親族
(1人のみ)

　その1　扶養手当の支給職員数等

支 給 さ れ て
い る 職 員

人人人

扶 養 手 当 の 対 象 と な る 扶 養 親 族 数

配　偶　者

　その2　扶養親族数別職員数

人 人

6,900円13,900円

⑴扶養親族で
ない配偶者が
ある場合のそ
の他の扶養親
族(1人のみ)

6人

人

11,600円 6,400円

⑴～⑶のうち
特定の期間に
ある子

⑶その他の扶
養親族

人

7人以上5人

人人 人 人 人

1人 2人 3人 4人

人
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第6表　職員の住居手当の支給状況

上　　記　　併　　用　　者

非 受 給 者

総 計

区 分 人 員

受 給 者

交　通　機　関　利　用　者

交　通　用　具　使　用　者

(注)　受給者1人当たりの平均手当月額は，12,056円である。

(注)　受給者1人当たりの平均手当月額は，10,666円である。

受 給 者
人

第7表　職員の通勤手当の支給状況

総 計

人

区 分 人 員

非 受 給 者

うち　10,500円　受給者

うち　 9,500円　受給者

うち　京都市教職員の給与等に関する条例が適用される受給者等





民 間 給 与 関 係
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平成 年職種別民間給与実態調査の概要

今回の報告の基礎となった平成 年職種別民間給与実態調査の概要は，次のとおりである。

調査の目的と時期

この調査は，職員の給与を検討するため，平成 年 月現在における民間給与の実態を調査した

ものである。

調査機関

本委員会，人事院，京都府人事委員会等

調査の範囲

⑴ 調査対象事業所

平成 年 月分最終給与締切日現在において，企業規模 人以上かつ事業所規模 人以上の市

内の民間事業所のうち，農業，林業，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製造業，電

気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，小売業，金融業，保険

業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サービス業，宿泊業，飲食サービス業，生

活関連サービス業，娯楽業，教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス事業 中分類の郵便

局に分類されるものを除く。 ，サービス業（中分類の宗教及び外国公務に分類されるものを除

く。）に分類された 事業所

⑵ 調査対象職種

職種 うち初任給関係職種 職種

調査対象の抽出

⑴ 事業所の抽出

上記 の⑴に記載した事業所を産業，規模等によって 層に層化し，所定の抽出率を用いて，

これらの層から 事業所を無作為に抽出し，調査対象外と判明した 事業所を除く 事業所に

対して実地調査を行った。

調査の完結した事業所は，第 表のとおりである。

⑵ 従業員の抽出

初任給関係以外の調査対象職種については，これに該当する従業員が多数に上るときは，抽出

した従業員について調査を行った。

なお，臨時の従業員，役員等は，全て除外した。

⑶ 調査実人員

人 初任給関係職種 人を含む。
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そのうち，事務・技術関係職種の調査実人員は， 人である。

なお，調査職種該当者 母集団 の推定数は 人であり，うち事務・技術関係職種は，

人である。

集 計

⑴ 平均，構成割合等の算出に際しては，抽出率の逆数を乗じることにより母集団に復元した。

⑵ 集計のうち，初任給調査票及び個人票によるものは，京都市総合企画局情報化推進室に依頼し

た。
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企業規模別，学歴別初任給月額（事務・技術関係職種）

初任給の改定状況（事務・技術関係職種）

50～
99人

　その1

企業規模 

高 校 卒

 学　歴

大 学 卒

規模計
3,000人
以上

1,000～
2,999人

500～
999人

300～
499人

200～
299人

100～
199人

第8表　産業別，企業規模別調査事業所数
(単位　事業所)

企業規模 

 産　業

　　れる給与を除いたものである。

(注)　きまって支給する給与から時間外手当，扶養(家族)手当，通勤手当等特定の者にのみ支給さ

人 以 上規 模 計

　　あることが判明した事業所が1事業所，調査不能の事業所が18事業所あった。

人 以 上
人 未 満

短 大 卒

第9表　民間における初任給の状況
(単位　円)

(注)　上記のほか，企業規模，事業所規模が調査対象となる規模を下回っていたため調査対象外で

医療，福祉，教
育，学習支援業及
び サ ー ビ ス 業

建 設 業

金 融 ・ 保 険 業
及 び 不 動 産 業

卸 売 ・ 小 売 業

製 造 業

産 業 計

(単位　％)

電気・ガス・熱供
給・水道業，情報
通信業及び運輸業

人 未 満

採用なし初 任 給 の 改 定 状 況

 学　歴 据 置 き 減 額増 額

　その2

　　　項目 

採用あり

(注)　初任給の改定状況は，採用がある事業所を100とした場合の割合である。

高 校 卒

大 学 卒
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企業規模　計

人 歳 円 円 円 

　その1

同上

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

同上

大 学 卒

短 大 卒

短 大 卒

高 校 卒

本表その
2，その3
及びその4
の対応級
欄を参照

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

同上

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

同上

高 校 卒

中 学 卒

事務課長代理

事 務 係 長

短 大 卒

中 学 卒

事 務 係 員

短 大 卒

高 校 卒

高 校 卒

構成員50人以上の支
店(社)の長

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

大 学 卒

事 務 主 任

中 学 卒

大 学 卒

大 学 卒

大 学 卒

事 務 課 長

短 大 卒

中 学 卒

事

務

関

係

職

種

職 種 名

事 務 部 長

支 店 長

中 学 卒

大 学 卒

中 学 卒

高 校 卒

　　　て同じ。）。「課長－係長間」及び「係長－係員間」の中間職においても同様。

高 校 卒

　　3　「中間職（部長－課長間）」とは，部長と課長の両方がいる場合で，役職職能資格又は給与上
の　　　等級（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう（以下その2からその4におい

対応級

係の長及び係長級専
門職

同上

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

同上

　　2　「*」は，調査実人員が1人の場合である(以下同じ。)。

事 務 部 次 長

(Ａ)－(Ｂ)
調　査
実人員

中 学 卒

第10表　職種別，企業規模別，学歴別民間給与額等

(注)1　「-」は，該当人員がいない場合である(以下同じ。)。

平 均
年 齢

きまって支
給する給与

(Ａ)
うち時間外
手当　(Ｂ)

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

短 大 卒

備 考
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企業規模　計

人 歳 円 円 円 

中 学 卒

高 校 卒

短 大 卒

高 校 卒

技 術 部 次 長

短 大 卒

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

同上

高 校 卒

大 学 卒

中 学 卒

技 術 課 長

大 学 卒

短 大 卒

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

同上

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

構成員50人以上の工
場の長

本表その
2，その3
及びその4
の対応級
欄を参照

大 学 卒

工 場 長

職 種 名

技

術

関

係

職

種

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

技 術 部 長

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

短 大 卒

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

短 大 卒

中 学 卒

技 術 係 長

大 学 卒

中 学 卒

大 学 卒

高 校 卒

技術課長代理

同上

同上

係の長及び係長級専
門職

同上

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

うち時間外
手当　(Ｂ)

同上

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

(Ａ)－(Ｂ)
きまって支
給する給与

(Ａ)

調　査
実人員

平 均
年 齢

備 考 対応級

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額
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企業規模　計

人 歳 円 円 円 

准 看 護 師

部下に看護師又は准看護師5人
以上

部下に看護師長5人以上

臨 床 検 査 技 師

看 護 師 長

総 看 護 師 長

外国語の電話交換手及び見習
を除く。

備 考

2室(係)以上又は構成員7人以
上の部(課)の長

構成員50人以上の所の長

業務契約等に基づき，他の事
業所において業務に従事して
いる自家用乗用自動車運転手
を除く。

技
能
・
労
務

関

係

職

種

自家用乗用自動車運転手

電 話 交 換 手

用 務 員

守 衛

部下に医師又は歯科医師1人以
上

研 究 所 長
研

究

関

係

職

種

主 任 研 究 員

研 究 室 係 長

研 究 部 課 長

研 究 補 助 員

病 院 長

薬 局 長

作 業 療 法 士

理 学 療 法 士

栄 養 士

医 科 長

薬 剤 師

歯 科 医 師

医 師

診 療 放 射 線 技 師

構成員3人以上の室(係)の長

下記研究員より上位の者

上記院長に事故等のあるとき
の職務代行者

部下に医師又は歯科医師5人以
上

部下に薬剤師2人以上

高 等 学 校 教 諭

高 等 学 校 教 頭

高 等 学 校 校 長

調　査
実人員

平 均
年 齢

職 種 名

平成 年 月分平均給与額

きまって支
給する給与

(Ａ)
(Ａ)－(Ｂ)うち時間外

手当　(Ｂ)

教

育

関

係

職

種

医

療

関

係

職

種

研 究 員

大 学 教 授

学長・副学長・学部長

看 護 師

大 学 助 教

大 学 講 師

大 学 准 教 授

副 院 長
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企業規模　500人以上

人 歳 円 円 円 

　その2

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

高 校 卒

支 店 長

高 校 卒

中 学 卒

1級
2級

8級

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

同上

対応級
(Ａ)－(Ｂ)

係の長及び係長級専
門職

4級

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

2級
3級

平 均
年 齢

きまって支
給する給与

(Ａ)

大 学 卒

短 大 卒

構成員50人以上の支
店(社)の長

短 大 卒

大 学 卒

職 種 名 備 考
うち時間外
手当　(Ｂ)

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

大 学 卒

調　査
実人員

中 学 卒

事 務 部 長

短 大 卒

高 校 卒

大 学 卒

事 務 係 長

短 大 卒

事 務 部 次 長

中 学 卒

中 学 卒

大 学 卒

中 学 卒

高 校 卒

短 大 卒

事 務 課 長

中 学 卒

事 務 主 任

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

事 務 係 員

事

務

関

係

職

種

高 校 卒

7級

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

6級

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

5級

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

事務課長代理

(注)　対応級欄の「級」とは，行政職給料表及び土木技術職建築技術職電気技術職機械技術職

　　給料表の対応級である(以下同じ。)。
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企業規模　500人以上

人 歳 円 円 円 

備 考
調　査
実人員

平 均
年 齢

きまって支
給する給与

(Ａ)
うち時間外
手当　(Ｂ)

高 校 卒

対応級

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

(Ａ)－(Ｂ)

1級
2級

5級

係の長及び係長級専
門職

4級

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

2級
3級

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

大 学 卒

大 学 卒

中 学 卒

技 術 課 長

短 大 卒

高 校 卒

高 校 卒

技 術 部 次 長

中 学 卒

短 大 卒

中 学 卒

大 学 卒

技術課長代理

大 学 卒

中 学 卒

技 術 係 長

中 学 卒

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

高 校 卒

短 大 卒

職 種 名

技 術 部 長

構成員50人以上の工
場の長

8級工 場 長

高 校 卒

7級

大 学 卒

6級

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

技

術

関

係

職

種

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

中 学 卒

短 大 卒
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企業規模　100人以上500人未満

人 歳 円 円 円 

　その3

大 学 卒

事 務 係 員

短 大 卒

高 校 卒

短 大 卒

事 務 係 長

事務課長代理

高 校 卒

中 学 卒

7級

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

6級

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

5級

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

4級

大 学 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

事 務 主 任

高 校 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 課 長

中 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

事

務

関

係

職

種

短 大 卒

構成員50人以上の支
店(社)の長

短 大 卒

高 校 卒

支 店 長

大 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

事 務 部 次 長

事 務 部 長

大 学 卒

中 学 卒

係の長及び係長級専
門職

2級
3級

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

2級

1級

職 種 名 備 考 対応級
(Ａ)－(Ｂ)

平 均
年 齢

きまって支
給する給与

(Ａ)
うち時間外
手当　(Ｂ)

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

調　査
実人員
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企業規模　100人以上500人未満

人 歳 円 円 円 

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

5級

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

6級

構成員50人以上の工
場の長

7級

短 大 卒

中 学 卒

短 大 卒

技 術 係 長

大 学 卒

大 学 卒

技術課長代理

大 学 卒

中 学 卒

技 術 課 長

短 大 卒

技

術

関

係

職

種

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

技 術 部 長

高 校 卒

大 学 卒

高 校 卒

工 場 長

職 種 名

中 学 卒

技 術 係 員

大 学 卒

高 校 卒

短 大 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 主 任

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

高 校 卒

技 術 部 次 長

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

短 大 卒

中 学 卒

高 校 卒

1級

4級

係の長及び係長級専
門職

2級
3級

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

2級

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

調　査
実人員

平 均
年 齢

きまって支
給する給与

(Ａ)
うち時間外
手当　(Ｂ)

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

(Ａ)－(Ｂ)
備 考 対応級
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企業規模　100人未満

人 歳 円 円 円 

事

務

関

係

職

種

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

事 務 部 長

支 店 長

高 校 卒

中 学 卒

きまって支
給する給与

(Ａ)
うち時間外
手当　(Ｂ)

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

調　査
実人員 (Ａ)－(Ｂ)

　その4

平 均
年 齢

職 種 名 備 考 対応級

係の長及び係長級専
門職

2級
3級

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

2級

短 大 卒

中 学 卒

大 学 卒

事務課長代理

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

高 校 卒

短 大 卒

事 務 係 員

大 学 卒

事 務 部 次 長

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

中 学 卒

大 学 卒

事 務 課 長

中 学 卒

大 学 卒

大 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

短 大 卒

事 務 主 任

短 大 卒

事 務 係 長

短 大 卒

高 校 卒

高 校 卒

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

5級

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

4級

6級

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

同上

構成員50人以上の支
店(社)の長

1級



－ 53 －

企業規模　100人未満

人 歳 円 円 円 

備 考 対応級
うち時間外
手当　(Ｂ)

平 成 年 月 分 平 均 給 与 額

(Ａ)－(Ｂ)
職 種 名

調　査
実人員

平 均
年 齢

きまって支
給する給与

(Ａ)

1級

4級

係の長及び係長級専
門職

2級
3級

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち，課長代理以上に
直属し，部下を有す
る者等
中間職（係長－係員
間）

2級

上記課長に事故等の
あるときの職務代行
者等
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

構成員50人以上の工
場の長

6級

短 大 卒

高 校 卒

短 大 卒

中 学 卒

技 術 係 長

大 学 卒

高 校 卒

技 術 部 次 長

中 学 卒

技 術 主 任

中 学 卒

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 係 員

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

工 場 長

大 学 卒

短 大 卒

大 学 卒

技術課長代理

大 学 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

技 術 課 長

技

術

関

係

職

種

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

技 術 部 長

高 校 卒

大 学 卒

短 大 卒

中 学 卒

短 大 卒

2係以上又は構成員10
人以上の課の長
職能資格等が上記課
の長と同等と認めら
れる課の長及び課長
級専門職

5級

2課以上又は構成員20
人以上の部の長
職能資格等が上記部
の長と同等と認めら
れる部の長及び部長
級専門職

同上

上記部長に事故等の
あるときの職務代行
者
職能資格等が上記部
の次長と同等と認め
られる部の次長及び
部次長級専門職
中間職（部長－課長
間）

同上
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給与改定の状況

定期昇給の実施状況

定期昇給制度の状況

定期昇給
制度なし

(単位　％)

 役職段階

課 長 級

係 員

増　額 変化なし

項目 

係 員

定 期 昇 給
制 度 あ り

定期昇給
中　　止

定期昇給
実　　施

減　額

昨年の定昇率 額 との比較
定期昇給
制度あり

(注)1　定期昇給制度の内容は，複数回答である。

(注)2　ベースアップと定期昇給を分離することができない事業所を含んで集計した。

第11表　民間における給与改定の状況
(単位　％)

ベースアップ
中 止 役職段階

項目 ベースアップ
の 慣 行 な し

ベースアップ
実 施

ベースダウン

　その1

 役職段階

項目 

課 長 級

査定昇給自動昇給

　　とができない事業所を除いて集計した。

(注)　定期昇給の有無が不明，定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離するこ

昇格昇給

係 員

(注)　ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計し

課 長 級

(単位　％)

　　た。

　その2

　その3

定 期 昇 給
制 度 な し
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 　　のことである。

自 社 保 有

借 上 げ

社
宅

借 家 ・ 借 間 居 住 者 に 対 す る
手 当 月 額 の 標 準 額 の 分 布

中 位 階 層

円 以 上 円 未 満

(注)1　支給対象は，住居（住宅）手当の支給がある事業所を100とした割合であり，複数回答

　 　である。

    2　中位階層とは，手当月額の平均値ではなく，個々のデータの分布の中央に位置する階層

そ の 他

非 支 給

自 宅

第12表　民間における住居(住宅)手当の支給状況

支 給 の 有 無 事 業 所 割 合
支 給 対 象

支 給

借 家 ・ 借 間

第14表　民間における冬季賞与の支給状況
(単位　％)

考課査定 役職段階

係 員

配 分 割 合

項目 一定分と
査定分に
分かれる

部長級 非役員

課 長 級

(注)　配分割合は，一定率(額)のみ又は考課査定のみの事業所を除いて集計した。

一 定 率
額 のみ

の事業所

考課査定
の み の
事 業 所 一定率(額)

第13表　民間における扶養(家族)手当の支給状況
(単位　円)

扶 養 家 族 の 構 成 支 給 月 額

配 偶 者

(注)1　配偶者の収入による制限を設けている事業所について算出した。

    2　(　)内の金額は，子が1人増えることにより増加する扶養(家族)手当の額である。

配 偶 者 と 子 人

配 偶 者 と 子 人

(単位　％)
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(注)　適用従業員及び適用事業所の割合は，小数点第2位を四捨五入しているため，その計が

　　それぞれの累積割合と一致しない場合がある。

以 上

第15表　月45時間を超え60時間を超えない時間外労働の割増賃金率の状況
(単位　％)

割 増 賃 金 率
適 用 従 業 員 （ 参 考 ） 適 用 事 業 所

割 合 累 積 割 合 割 合 累 積 割 合

第16表　公的年金が支給されない再雇用者（フルタイム勤務）の給与水準の状況
(単位　％)

項目 公的年金が支給される同じ職種・職位の
フ ル タ イ ム の 再 雇 用 者 と 比 べ て 再雇用者に賞

与を支給して
い な い

区分
同じ 高い 低い

－

年 間 給 与 －

(注)　定年年齢が60歳であり，かつ，フルタイムの再雇用制度を有する事業所を100とした割合で

　　ある。

年 間 賞 与

月 例 給 与



 

労 働 経 済 の 動 向
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給与等

第17表　労

(注)1　「きまって支給する給与」，「総実労働時間数」，「うち所定外労働時間数」及び「常用労働

(時　間)

(時　間)

雇

用

・

生

産

きまって支給する給与
(厚生労働省毎月勤労統計調査)

総 実 労 働 時 間 数

実 質 国 内 総 生 産
内 閣 府 国 民 経 済 計 算

(厚生労働省毎月勤労統計調査)

うち所定外労働時間数

全　国

賃

金

・

労

働

時

間

京都府

雇 用 者 数
総 務 省 労 働 力 調 査

常 用 労 働 者 数
(厚生労働省毎月勤労統計調査)

有 効 求 人 倍 率
厚生労働省職業安定業務統計

完全失業率 総務省労働力調査

(倍)

(％)

前年同月比(％)鉱 工 業 生 産 指 数
(経済産業省鉱工業指数)

(万　人)

(万　人)

△ 0.8

(時　間)

　その1

月 月 月

年　　　月　

月
　項　　　目

平成26年

京都府

全　国

前年同月比

    2　「雇用者数」，「有効求人倍率」及び「完全失業率」は，季節調整値である。

    3　「鉱工業生産指数」は，平成22年基準値である。

全　国

京都府

全　国

京都府

全　国

京都府

同 京都府鉱工業指数

△ 1.7

△ 0.5

(％)

前年同月比(％)

前期比(％)

金　　額 (円)

(％)前年同月比

(時　間)

金　　額 (円)

    4　「実質国内総生産」は，平成17暦年連鎖である。

△ 0.5
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働経済指標

者数」は，規模30人以上の数値である。

月 月 月 月 月
平成27年

月 月 月月

△ 0.1△ 3.0 △ 0.5 △ 3.7 △ 2.6 △ 2.0 △ 1.7

△ 0.5
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生計費等

　　6　総務省家計調査の平成27年4月の集計世帯数（二人以上世帯）は，勤労者世帯にあっては全国3,

支　出

収　入

支　出

エ ン ゲ ル 係 数

消　費
支　出

エ ン ゲ ル 係 数

世帯主
収　入

前年同月比

　

　
総
　
務
　
省
　
家
　
計
　
調
　
査
　

全　国

京都市

消　費
支　出

エ ン ゲ ル 係 数

消　費
支　出

エ ン ゲ ル 係 数

消　費
支　出

勤

労

者

世

帯

全　国

前年同月比

金　　額

△ 3.9△ 0.7

△ 14.0

生
　
　
　
　
　
計
　
　
　
　
　
費

世帯主
収　入

(注)5　「消費者物価指数」及び「国内企業物価指数」は，平成22年基準値である。

平成26年

全　国

京都市

△ 2.0

　その2

月 月 月
　項　　　目

実 収 入

金　　額

金　　額

(％)

(％)

(％)

(％)

前年同月比

全　国

京都市

前年同月比

実 収 入

金　　額

(円)

(円)

(％)

(％)

(％)

(円)

(円)

△ 1.0

年　　　月　

月

△ 1.0 △ 2.1

△ 6.9

(円)

(円)

(％)

(円)

(円)

△ 3.3

金　　額

前年同月比

前年同月比

全

世

帯 京都市

金　　額

(％)

(％)

△ 3.1

(％) △ 17.1

△ 4.8 △ 0.3

△ 3.9 △ 23.9

消費者物価指数 総合

総 務 省

(％)

前年同月比国内企業物価指数 日本銀行

物

価

(％)前年同月比

前年同月比
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932世帯，京都市39世帯，全世帯にあっては全国7,778世帯，京都市95世帯である。

△ 2.1

△ 11.0 △ 4.5

△ 0.5△ 0.4 △ 8.1△ 0.9

△ 16.5 △ 21.3△ 30.9 △ 1.0 △ 8.1 △ 5.9

△ 1.1 △ 8.5△ 2.2 △ 3.7 △ 0.1 △ 0.2 △ 1.6

△ 11.0△ 4.4 △ 12.9 △ 10.8 △ 2.8

(注)5　「消費者物価指数」及び「国内企業物価指数」は，平成22年基準値である。

月 月 月 月 月
平成27年

△ 16.4 △ 10.5

△ 1.5 △ 0.5

月月 月 月

△ 0.9 △ 0.2 △ 0.1△ 1.1

△ 2.4

△ 21.0 △ 1.0

△ 0.6△ 0.7△ 1.9

△ 19.0△ 3.6△ 7.5




